



























2020 年 4 月，パートタイム労働法がパート有期法化される（2）。すなわち，パート有期法では，こ
れまで対象とされてきたパートタイム労働者に加えて，有期契約労働者もその対象とする。そして，
パートタイム労働者と有期契約労働者に関する「同一労働同一賃金」は，パート有期法 8 条と 9 条
によって規定されることになる。









周知のとおり，このパート有期法 8 条と 9 条は，今回の改正で新しく起草されたものではない。
現行のパートタイム労働法にも同種の規定（8 条・9 条）が存在する。さらには，有期契約労働者を
対象とした不合理な労働条件の禁止を定める労働契約法 20 条とも密接に関係している。とはいえ，
パートタイム労働法 8 条・9 条，あるいは労働契約法 20 条と，パート有期法のそれとは，文言が
異なる部分もある。下の表は，それぞれの法律条文の違いをわかりやすくしたものである。
表　各法の条文の違い





























































































































その実態は，2020 年 4 月の前後を通して，「職務の内容」「職務の内容及び配置の変更の範囲」
「その他の事情」を考慮して不合理性を判断する規定（労働契約法 20 条，パートタイム労働法 8 条，
パート有期法 8 条）と，雇用関係が終了するまでの全期間において「職務の内容」「配置の変更の範










パート有期法について検討する際には，2018 年に判決された最高裁 2 判決，すなわち，ハマキョ
ウレックス事件最高裁判決（8）と長澤運輸事件最高裁判決（9）を無視することはできない。周知のとお








の説明義務に着目して」日本労働研究雑誌 706 号（2019 年）43 頁がある。
（5）　たとえば，遠藤教授は「国際標準でいう『同一労働同一賃金』とは，職務が同一なら賃金額も同一を支払う，と
いう考え方」とする（遠藤公嗣「社会経済からみた『同一（価値）労働同一賃金』と法律家の言説」季刊・労働者の権




（8）　ハマキョウレックス事件・最二小判平 30・6・1 民集 72 巻 2 号 88 頁。

































〔第 11 版補正版〕（弘文堂，2017 年）338 頁）という意味だとすれば，判決は支持できない。ただし，ハマキョウ
レックス事件最高裁判決は，不合理性判断につき，「前提条件が同じであれば同じく処遇すべき」と判示したと解
すべきであろう。この点，菅野教授の見解とは異なると考えるべきである。
（11）　「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律の施行について」（平 31・1・30 基発 0130































これに対して，川田知子「パート・有期法の制定と課題」法律時報 1134 号 42 頁は，最高裁はこの①や②も「その
他の事情」に含まれると解したとするが，支持できない。


































約法 20 条」季刊労働法 254 号（2016 年）146 頁がある。




タール　労働基準法・労働契約法』（日本評論社，2012 年）430 頁〔野田進〕，緒方桂子「改正労働契約法 20 条の意
義と解釈上の課題」季刊労働法 241 号（2013 年）23 頁，荒木尚志「定年後嘱託再雇用と有期契約であることによる























（19）　深谷信夫ほか「労働契約法 20 条の研究」労働法律旬報 1853 号（2015 年）20‐21 頁〔沼田雅之〕，山本陽太「定年
後再雇用制度に基づく有期契約労働者の労働条件と労働契約法 20 条」季刊労働法 254 号（2016 年）146 頁，土田道
夫『労働契約法［第 2 版］』（2016 年，有斐閣）793‐794 頁ほか。
（20）　ハマキョウレックス事件の調査官による判批によれば，「期間の定めがあることと労働条件の相違との間に因
果関係が必要であるとの見解に立ちつつ，因果関係があることを緩やかに認める趣旨」とする（中島崇・村田一
広・ジュリスト 1525 号（2018 年）116 頁）。一方，土田教授は，「独立の要件とする立場を修正し」たものと解して









































（25）　パート有期法の施行について・前掲注（10）第 1 の 2（3）。
（26）　島田・前掲注（17）18 頁は，パートタイム労働法の「通常の労働者」に関する行政解釈を参考にしつつ，「業種
を跨いだ『正社員一般』という広すぎるグループを比較対象とすることは不適当」とする。
（27）　日本郵便（東京）事件・東京地判平 29・9・14 労判 1164 号 5 頁。なお，同控訴審・東京高判平 30・12・13 労
































（28）　日本郵便（大阪）事件・大阪地判平 30・2・21 労判 1180 号 26 頁。
（29）　日本郵便（大阪）事件・大阪高判平 31・1・24 労判 1197 号 5 頁。









労働契約法 20 条で「労働契約の内容である労働条件」とされ，パートタイム労働法 8 条で「待
遇」とされていたものが，パート有期法 8 条では「基本給，賞与その他の待遇のそれぞれ」とされ
た。賃金の不合理性判断は，個別労働条件ごとになされるのか，それとも賃金総額で比較されるの



























約法［第 2 版］』（弘文堂，2014 年）232 頁）や，適用される就業規則の違いによる相違ゆえに，就業規則の適用対象
たる正社員全体と比較対照すべきとする見解（大内伸哉「メトロコマース事件意見書」13 頁）は支持できない。ま






















































































































































は，パート有期法 8 条・9 条と同趣旨の規定の新設をおもな内容とする。すなわち，改正労働者派
遣法は，派遣元に対し，①派遣労働者に対する待遇について，派遣先に雇用されている「通常の労
働者」との間に不合理な相違を設けてはならず（改正後派遣法 30 条の 3 第 1 項），また，②派遣労
働者と派遣先に雇用されている「通常の労働者」の「職務の内容」「配置の変更の範囲」が全雇用期
間通じて同一ならば，派遣労働者の処遇について不利に扱ってはならないとした（改正後派遣法 30























（44）　改正前の労働者派遣法は，賃金について派遣元に均衡考慮配慮義務（派遣法 30 条の 3）を課すほか，派遣先に















される「通常の労働者」との均等（労働者派遣法 30 条の 3 第 1 項）・均衡（労働者派遣法 30 条の 3
第 2 項）処遇を図ることをその内容とする。これらが，それぞれパート・有期法の 8 条と 9 条に対
応する。
しかし，労働者派遣法とパート有期法の間には微妙な文言の違いが存在する。たとえば，労働者















（46）　もちろん，派遣労働者が派遣法 30 条の 3 第 1 項あるいは第 2 項に基づいて訴えを提起する場合は，比較対象
（照）されるべき「通常の労働者」は原告が選択できる。
（47）　労働者派遣法 30 条の 3 第 2 項が「不利なものとしてはならない」と規定していることについて，第 7 回労働政




































（49）　荒木尚志『労働法〔第 3 版〕』（有斐閣，2016 年）508 頁も，人権保障に係る差別禁止規定と雇用形態を理由とす
る処遇格差（不利益取扱いの禁止）は異なるとする。
（50）　國武英夫「派遣労働者に対する均等・均衡処遇をめぐる法的課題」法律時報 1134 号（2019 年）38 頁は，有期
パート法９条と改正後の派遣法 30 条の 3 第 2 項との文言の違いを指摘しつつ，「二者間と三者間の関係の違いで具
体的な判断の際に違いが生じるのかという論点は残される」として問題提起する。














































































30 条の 4 第 1 項二号イ）。























（59）　2020 年度分については，2019 年 7 月 8 日に公表されている（「令和 2 年度の「労働者派遣事業の適正な運営の確
保及び派遣労働者の保護等に関する法律第 30 条の 4 第 1 項第 2 号イに定める「同種の業務に従事する一般の労働
者の平均的な賃金の額」」等について」（令元・7・8 職発 0708 第 2 号））。
（60）　厚生労働省「労働者派遣事業関係業務取扱要領」（2020 年 4 月 1 日施行版）第 7 の 5（3）。
（61）　紙幅の関係で説明を省略したが，パート有期法に定められた「労働者に対する待遇に関する説明義務」（パート
有期法 14 条：パートタイム労働者・有期契約労働者の求めに応じて，待遇差の内容や理由の説明義務が事業主に
課せられる。また，説明を求めた労働者に対する不利益取扱いも禁止される。）は，その趣旨を明確化させること
に寄与すると思われる。この点，川田・前掲注（12）46 頁も，「使用者に合理的に説明可能な賃金体系を構築する
よう促す役割を果たす」とする。
